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〒102-0083　東京都千代田区麹町4丁目8‒1 麹町クリスタルシティ東館12階
Homepage URL https://www.furusato-zaidan.or.jp/

【総 務 部】総　 務　 課　TEL 03（3263）5731／FAX 03（3263）3683
【融 資 部】企 画 調 整 課　TEL 03（3263）5586／FAX 03（3263）5732
 融　 資　 課　TEL 03（3263）5737／FAX 03（3263）5732

【地域再生部】地 域 再 生 課　TEL 03（3263）5736／FAX 03（3263）5732
【開発振興部】開 発 振 興 課　TEL 03（3263）5758／FAX 03（3263）7423
 公民連携推進室　TEL 03（3263）5758／FAX 03（3263）7423

ふるさと融資制度や支援事業の内容を分かりや
すく掲載しているほか、財団の日々の取組がわ
かる「財団日誌」や過去の事例を地方公共団体ご
とに検索できる「ふるさと財団データベース」な
ど、盛りだくさんの内容となっています。また、
facebook を開設し、より多くの方にタイムリー
な情報を発信できるよう運営しています。

ふるさと財団ホームページ

ふるさと融資を活用した民間事業者のうち、特に地域の
振興・活性化に貢献している優良事業者を顕彰するため、
「ふるさと企業大賞（総務大臣賞）」の表彰を実施してい
ます。

ふるさと企業大賞（総務大臣賞）

・財団業務関連：情報誌「ふるさとVitalization」
・ふるさと融資関連：ふるさと融資データ集（PDF版を
ホームページに掲載）
・その他：各種事業報告書

刊行物等

財団で業務に従事しつつ、地域産業への支援や地域再生、
公民連携等に関するノウハウを身につけ、人的ネットワー
クを広げていただくために地方公共団体や民間事業者か
ら職員を受け入れています。

（令和４年度市町村からの受入れ）
岩手県紫波町、宮城県塩竈市、福島県古殿町、愛知県岡
崎市、奈良県葛城市、香川県三豊市、鹿児島県南大隅町

市町村からの職員の受入れ（総務課）

令和４年度版令和４年度版

ふるさと財団ふるさと財団

地域総合整備財団〈ふるさと財団〉
Japan Foundation For Regional Vitalization

一般財団法人

Japan Foundation For Regional Vitalization



ふるさと財団は、
地域創生につながる
プロジェクトを支援します。

ごあいさつ
　地域総合整備財団（ふるさと財団）は、民間能力を活用した地域の活性化を支援
するため、昭和 63 年に都道府県及び指定都市のすべてが出捐する財団法人として
発足しました。
　当財団は、地域活性化につながるあらゆる分野の民間事業に対する無利子融資で
あるふるさと融資をはじめ、地域再生の取組、公民連携の推進、地域産業の創出・
育成への支援など、各種事業を実施しており、これらを通じて「ふるさとの元気を
引き出す」ためのお手伝いをしています。

　全国各地において、多彩な民間事業活動を通じて個性豊かな地域づくりが進めら
れることは、地域の皆さま方のたゆまぬ熱意と努力、そしてご支援の賜物です。
　当財団は今後とも地域の再生や産業の振興に寄与し、皆さまのご期待に応えられ
るよう前進していきたいと考えております。

一般財団法人地域総合整備財団

理事長 稲野　和利

ふるさと財団は、
地域創生につながる
プロジェクトを支援します。
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ふるさと財団は、
地域創生につながる
プロジェクトを支援します。

ふるさと財団　助成事業一覧

評議員会

理 事 会

理事長

監　　事

顧　問

会　長
理　事

専務理事 事務局長

総務部 総務課

地域再生部 地域再生課

開発振興部 開発振興課

融資部

参与

企画調整課

融資課

公民連携推進室

事業名 事業概要 助成対象等

Ⅰ　　ふるさとものづくり
　　支援事業

地域における投資や雇用の創
出を図るため、新技術や地域
資源を活用した新製品・新商
品開発に取り組む企業等に対
し、市区町村を通して支援す
る。

□補助対象： 市区町村（指定都市を除く）
　※企業等に対する補助金は市区町村から交付
□補 助 率： 2/3以内
 （過疎地域等9/10以内）
□補助上限額： Ａタイプ：1,000万円
 Ｂタイプ：500万円
 Ｃタイプ：100万円
 Ｄタイプ：200万円

Ⅱ　　地域再生マネージャー事業
　　外部専門家活用助成

地域住民が主体となった持続
可 能 な 仕 組 み や 体 制 を 構 築
し、地域資源等を活用したビ
ジネスを創出することで、地
域が自立的に活動し雇用に結
びつける仕組みづくりを行う
市町村を支援する。

□助成対象： ①単独で事業に取り組む市区町村
 （指定都市を除く）
 ②複数の市区町村が共同で取組む
 　事業を代表する団体（指定都市
 　を除き、広域連合等を含む）
□助 成 率： 2/3以内
□助成上限額： ①700万円以内
 ②1,000万円以内

Ⅲ　　地域再生マネージャー事業
　　外部専門家派遣（短期診断）

地域再生の初動期において地
域の課題や課題解決に向けた
方向性が明確になっていない
段階で、その解決に向けた地
域再生の方向性に目処をつけ
るため、外部専門家を市町村
へ派遣し、支援する。

□派遣対象： ①単独の市区町村において本事業
 　を実施する場合
 （指定都市を除く）
 ②複数の市区町村において共同で
 　本事業を実施する場合
 （指定都市を除く）
□派遣内容： 原則として1市区町村あたり1回
□派遣費用： 原則として財団負担

Ⅳ　　まちなか再生支援事業 まちなかにおいて生じている
居住者・来訪者の減少、空き
家・空き店舗の増加、賑わい
の喪失、街としての魅力・求
心力の低下等の課題に対して
取り組む市町村を支援する。

□助成対象： 市区町村（指定都市を除く）
□助 成 率： 2/3以内
□助成上限額： 700万円以内

Ⅴ　　地域イノベーション
　　連携推進事業

市区町村が民間企業等と公民
連携で、ロボット、AI、ビッ
グデータなどのSociety5.0に
つながる技術を活用し、新た
な切り口で地域課題の解決や
地域の活性化を推進する地域
イノベーション連携の取組み
を支援する。

□助成対象： 単一の市区町村
 （指定都市を除く）
 または複数の市区町村
 （指定都市を含む）
□助 成 率： 2/3以内
□助成上限額： 800万円以内

新技術や地域資源を活用した新製品・
新商品開発に取り組む企業への支援

【事業の主眼】

持続可能な体制づくり及び
ビジネス創出による地域再生

【事業の主眼】

外からの視点による地域再生の
方向性の提言

【事業の主眼】

まちなかというエリアの魅力や
賑わいの再生

【事業の主眼】

地域イノベーションの活用による
地域課題の解決

【事業の主眼】
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ふるさと融資概念図

ふるさと融資 民間金融機関等借入金

ふるさと財団
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利子の75％は地方交付税措置

貸付対象費用から補助金を控除した額
の35％以内（過疎地域、定住自立圏、
東日本大震災被災地域等45％以内）

総合的な調査・検討
貸付実行・償還に係る事務の受託

＜事業分野＞
● 交通・通信基盤整備
●都市基盤施設整備
● 地域産業振興
● リゾート観光振興
● 文化・教育・福祉・医療

貸付対象費用：用地取得費を除き
１０百万円以上

（用地取得費は1/3を限度に算入可）
公益性・事業採算性等５年以上20年以内

（据置期間５年以内）

地域振興・活性化
＜新規雇用＞
都道府県・政令指定都市からの融資 ：５人以上

（再生可能エネルギー電気事業、市町村が認定する
　「地域脱炭素化促進事業」、㈱脱炭素化支援機構
　が出資等を行う民間事業の特例 ：１人以上）
市町村からの融資 ：１人以上

対象外事業
●第三者に売却または分譲

予定施設
●風営法に規定する風俗営

業等の用に供される施設

A～Cタイプの範囲
市場調査

Dタイプの範囲
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補助事業の範囲（イメージ図） ※令和4年度事業のスキームです。

■要件一覧（融資比率・融資限度額・雇用要件）

制度改正の概要
（
地
方
公
共
団
体
が
保
証
料
の

　
補
助
を
行
う
場
合
、
補
助
額
の
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）

（※1）…岩手県、宮城県、福島県に限定
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5 人（再生可能エネルギー電気事業は 1 人）以上
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市町村が認
定する｢地域
脱炭素化促

進事業」
・

㈱脱炭素化
支援機構が
出資等を行
う民間事業

単位：億円

　ふるさと融資制度は、地域振興に資する民間投資を支援するために都道府県又は市町村が長期の無利子資金を融資する制度で、
当財団において事業の総合的な調査・検討や貸付実行から最終償還に至るまでの事務を行っています。ふるさと融資を行う場合には、
地方公共団体は資金調達のために地方債を発行し、その利子負担分の一部（75％）が地方交付税措置されます。
　ふるさと融資の申込先は、事業地の都道府県又は市町村となります。

　地域における投資や雇用の創出を図るため、新技術や地域資源を活用した新製品・新商品開発に取り組む企業等に対し、市区町
村を通して補助金を交付します。
　開発に要する経費の規模に応じて補助金を交付する A～ C タイプと、試作品完成後の本格的な商品化に向けた市場調査や販路開
拓等に対して補助金を交付するDタイプがあります。

法人格を有する民間事業者

ふるさと融資の推進 ふるさとものづくり支援事業

対象事業者

市区町村（指定都市を除く）
※企業等に対しては市区町村からの補助金交付となります。

※補助を受ける企業等が自ら研究開発し、製
造または販売する事業が対象です。
※商品化した後の販路開拓のための展示会出
展等は対象外です。

補助対象

・A～Cタイプ
　将来的に事業化・量産化が可能な特徴ある新製品・
新商品開発を行うことで地域産業の発展が図られる事
業。事業規模に応じてA～Cを選択

・Dタイプ
　これまでに新製品・新商品開発に取り組み、試作品
が完成したものの商品化に至っていないものについて、
商品化に向けた事業化・市場調査・販路開拓等を実施
する事業

事業区分

Aタイプ：1,000 万円
Bタイプ： 500万円

Cタイプ： 100万円
Dタイプ： 200万円

補助上限額

２/３（過疎地域・離島地域・特別豪雪地帯等は９/10）以内

補助率

　地域振興に資するあらゆる分野の民間事業で、以下の
要件をすべて満たすもの
○公益性、事業採算性等の観点から実施されること
○事業の営業開始に伴い、事業地域内において以下の新たな雇用
の確保が見込まれること
　都道府県、指定都市から融資を受ける場合……5人以上
　市町村から融資を受ける場合……1人以上
○用地取得費を除いた貸付対象費用の総額が 1,000 万円以上

※令和4年4月から以下のような制度改正を行っています。㈱脱炭素化支援機構
は、国会に提出中の地球温暖化対策法改正法案が成立した場合に設立される
もので、令和4年3月末日時点では設立は確定していません。

1．脱炭素関連事業に係る特例措置
　市町村が認定する「地域脱炭素化促進事業」及び㈱脱炭素化
支援機構が出資等を行う民間事業者の事業について、定住自立
圏等と同様、最も高い融資比率、融資限度額とする。
　併せて、雇用要件についても、再生可能エネルギー電気事業
に適用している特例（「都道府県・指定都市」の雇用要件１人以
上）を適用する。
2．雇用要件の緩和
　都道府県・指定都市の雇用要件を「10人以上」⇒「５人以上」
に引き下げる。
3．償還期間の延長
　貸付金の償還期間を「15年以内」⇒「20年以内」に延長する。

対象事業

○設備の取得等に係る費用
○試験研究開発費等当該設備の取得等に伴い必要となる付随費用

対象費用

ふるさと財団 ふるさと財団3 4

○貸 付 利 率：無利子
○融資（償還）期間：5年以上 20年以内（5年以内の据置期間を含む）
○融資対象期間：工期が複数年度にわたる事業については、そ

のうち連続する 4年以内
○償 還 方 法：元金均等半年賦償還
○担 　 　 保：民間金融機関の連帯保証が必要

融資条件

農産畜産物加工品開発
（岐阜県瑞浪市）

家庭洗濯可能な環境に優しい
植物系再生繊維の製品の確立
（山形県米沢市 )

高森町特産品及び南阿蘇鉄道の
特色を活かしたお土産（石鹸）開発
（熊本県高森町）

ミード開発
（岩手県紫波町）

（問い合わせ：融資課） （問い合わせ：企画調整課）
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貸付対象費用から補助金を控除した額
の35％以内（過疎地域、定住自立圏、
東日本大震災被災地域等45％以内）

総合的な調査・検討
貸付実行・償還に係る事務の受託

＜事業分野＞
● 交通・通信基盤整備
●都市基盤施設整備
● 地域産業振興
● リゾート観光振興
● 文化・教育・福祉・医療

貸付対象費用：用地取得費を除き
１０百万円以上

（用地取得費は1/3を限度に算入可）
公益性・事業採算性等５年以上20年以内

（据置期間５年以内）

地域振興・活性化
＜新規雇用＞
都道府県・政令指定都市からの融資 ：５人以上

（再生可能エネルギー電気事業、市町村が認定する
　「地域脱炭素化促進事業」、㈱脱炭素化支援機構
　が出資等を行う民間事業の特例 ：１人以上）
市町村からの融資 ：１人以上

対象外事業
●第三者に売却または分譲

予定施設
●風営法に規定する風俗営

業等の用に供される施設
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補助事業の範囲（イメージ図） ※令和4年度事業のスキームです。
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に適用している特例（「都道府県・指定都市」の雇用要件１人以
上）を適用する。
2．雇用要件の緩和
　都道府県・指定都市の雇用要件を「10人以上」⇒「５人以上」
に引き下げる。
3．償還期間の延長
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○試験研究開発費等当該設備の取得等に伴い必要となる付随費用
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○貸 付 利 率：無利子
○融資（償還）期間：5年以上 20年以内（5年以内の据置期間を含む）
○融資対象期間：工期が複数年度にわたる事業については、そ

のうち連続する 4年以内
○償 還 方 法：元金均等半年賦償還
○担 　 　 保：民間金融機関の連帯保証が必要
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農産畜産物加工品開発
（岐阜県瑞浪市）

家庭洗濯可能な環境に優しい
植物系再生繊維の製品の確立
（山形県米沢市 )
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（問い合わせ：融資課） （問い合わせ：企画調整課）



イノベーションマネージャー

公民連携への支援

ふるさと財団 ふるさと財団5 6

　地域再生に取り組む市区町村（指定都市除く）等が、各
分野の専門的知識や実務的ノウハウを有する外部専門家を
活用する場合に、当財団がその費用の一部を助成します。
　外部専門家は、地域住民主体による持続可能な実施体制
の構築、地域資源等を活用したビジネス創出への助言・指
導及び事業の具体的なマネジメント等を行います。
○助成対象： ①単独で事業に取組む市区町村
 ②複数の市区町村が共同で取組む事業を代表する団体
 　（広域連合等地方自治法に基づく団体を含む）
○助 成 率： 2/3 以内
○助 成 額： ①700 万円以内　②1,000 万円以内

外部専門家活用助成

　地域再生に取り組もうとする市区町村に対して、当財
団から外部専門家を派遣します。
　外部専門家は、現地調査を行い、地域課題の抽出及び
課題解決に向けた方向性の提言を行います。
○派遣対象：①単独の市区町村において本事業を実施する場合
　　　　　　②複数の市区町村において共同で本事業を実施する場合
○派遣回数：原則として 1 市区町村あたり 1 回
○派遣費用：原則として財団が全額負担

外部専門家派遣（短期診断）

　様々な課題を抱えた地域の再生には、住民主体の持続可
能な体制を整備するとともに、ビジネスを創出して雇用に
結び付け、地域が自立的に行動できる仕組みを構築するこ
とが必要です。本事業では、地域の課題解決のために外部
の専門家（地域再生マネージャーなど）を活用する市区町
村等の地域再生への取組を支援します。

　公民連携による公共施設等の整備・運営に関する手法、新たなテクノロジーを活用した地域課題解決の手法等について調査
研究を行い、全国に幅広く情報提供します。また、地方公共団体におけるそれら手法等の円滑な導入を支援するために様々な
事業を実施します。
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　まちなか再生に取り組む市区町村に対して、具体的・
実務的ノウハウを有する専門家に業務の委託等をする費
用の一部を助成します。
　助成対象とする「まちなか」とは、市区町村において、
一定程度の定住人口が集積し生活に必要となる各種機能
を有する区域であり、市区町村が生活拠点及び交流拠点
として重点的に整備を図ることが相当であると認める区
域を指します。
　より円滑・効果的にまちなか再生を進めるため、まち
なか再生プロデューサーが単独又はチームで地域の現場
に入り、具体的・実務的ノウハウの活用を図る事業を対
象とします。
○助成対象：市区町村（指定都市を除く）
○助 成 率：2/3 以内
○助 成 額：700 万円以内

助成事業

　モデル市町村との共同研究等、地域イノベーション連
携に関する調査研究を行います。

調査研究

　地域イノベーション連携についてモデル市町村による
ケーススタディを行うため、モデル市町村に対して、そ
の取組み全体を総合的にマネジメントする外部の専門的
人材に業務の委託等をする費用の一部を助成します。
　〇助成対象：単一の市区町村（指定都市を除く）、
　　　　　　または複数の市区町村（指定都市を含む）
〇助 成 率：2/3 以内
〇助 成 額：800 万円以内

地域イノベーション連携モデル事業

　まちなかが抱える様々な課題を解決するため、本事業で
は、民間能力を活用した都市機能の維持・拡大、インバウ
ンド需要の活用を含む地域資源のプロモーション、担い手
たるコミュニティの再生・人材の育成等といった市区町村
のまちなか再生の取組みを支援します。

まちなか再生支援事業現地視察（長野県佐久市）

まちなか再生支援事業現地会議（高知県四万十町）

世界農業遺産 × デザイン地域資源発掘・課題解決事業
（徳島県東みよし町）

「武石番所ヶ原スキー場」夏場利用の取り組み視察
（上田市）

自治体 PPP/PFI 推進センター

公民連携アドバイザー
派遣事業

公民連携セミナーの開催
（参加費無料）

調査研究等

公民連携ポータルサイト
の運営

（問い合わせ：開発振興課）

地域イノベーション連携推進事業
　市区町村が民間企業等と公民連携で、ロボット、AI、ビッ
グデータなどの Society5.0 につながる技術を活用し、新た
な切り口で地域課題の解決や地域の活性化を推進する地域
イノベーション連携の取組みを支援します。

（問い合わせ：開発振興課）

（問い合わせ：開発振興課）（問い合わせ：地域再生課）

まちなか再生支援事業地域再生マネージャー事業

少子高齢化、財政制約、人材不足等から生じる地域課題に対し、公民が連携して取り組んでいる事例
について調査研究を行い、各地方公共団体の参考となるよう課題解決に向けた取組方策についてとり
まとめる。

公民連携ポータルサイトは、地方公共団体における公共施設マネジメントの推進をはじめ、PPP/PFI
などの公民連携の情報をワンストップで提供＜https://www.furusato-ppp.jp/＞

PPP/PFI 事業の一般的・具体的事項、PFI 法の留意点等についてアドバイス
公共施設マネジメント導入に向けた手法や先進事例の紹介等

公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理や運営等に関する情報提供等を目的としたセミナー

公共施設マネジメントをはじめ公民連携手法による公共施設等の整備・維持管理や運営等を推進する
地方公共団体の要請に応じ、シンクタンク等の専門家、地方公共団体職員又は財団職員を講師として
派遣
○派遣対象：地方公共団体
○派遣回数：原則として毎年度１地方公共団体あたり１回
○派遣費用：原則として財団が全額負担

○対象者：都道府県及び市区町村の職員等
○令和４年度開催方法：オンラインによる配信を予定

市町村 地元大学ベンチャー企業連携

データ フィールド データ集約・分析技術アイデア スピード

大手企業、地元金融機関 等・・・

市町村の地域イノベーションの取組みをマネジメント
連携

新たな技術を活用した課題解決プロジェクト

外部の専門的人材
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一般財団法人地域総合整備財団
〈ふるさと財団〉

麹町
学園

麹町
小学校

外部専門家活用助成（16地域）

外部専門家派遣（3地域）

地域再生セミナー（1地域）

愛媛県内子町

高知県

富山県舟橋村

香川県三豊市

長崎県波佐見町

岡山県真庭市

北海道利尻町

北海道厚真町

群馬県中之条町

鹿児島県南大隅町

栃木県下野市

大阪府島本町

北海道むかわ町

福島県磐梯町

群馬県館林市

三重県南伊勢町

長野県小川村
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和歌山県有田川町

和歌山県広川町
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関連事業・広報活動

東京メトロ有楽町線　麹町駅　４番出口直結
JR 中央・総武線　　四ッ谷駅麹町出口徒歩９分

東京メトロ半蔵門線　半蔵門駅５番出口徒歩７分

〒102-0083　東京都千代田区麹町4丁目8‒1 麹町クリスタルシティ東館12階
Homepage URL https://www.furusato-zaidan.or.jp/

【総 務 部】総　 務　 課　TEL 03（3263）5731／FAX 03（3263）3683
【融 資 部】企 画 調 整 課　TEL 03（3263）5586／FAX 03（3263）5732
 融　 資　 課　TEL 03（3263）5737／FAX 03（3263）5732

【地域再生部】地 域 再 生 課　TEL 03（3263）5736／FAX 03（3263）5732
【開発振興部】開 発 振 興 課　TEL 03（3263）5758／FAX 03（3263）7423
 公民連携推進室　TEL 03（3263）5758／FAX 03（3263）7423

ふるさと融資制度や支援事業の内容を分かりや
すく掲載しているほか、財団の日々の取組がわ
かる「財団日誌」や過去の事例を地方公共団体ご
とに検索できる「ふるさと財団データベース」な
ど、盛りだくさんの内容となっています。また、
facebook を開設し、より多くの方にタイムリー
な情報を発信できるよう運営しています。

ふるさと財団ホームページ

ふるさと融資を活用した民間事業者のうち、特に地域の
振興・活性化に貢献している優良事業者を顕彰するため、
「ふるさと企業大賞（総務大臣賞）」の表彰を実施してい
ます。

ふるさと企業大賞（総務大臣賞）

・財団業務関連：情報誌「ふるさとVitalization」
・ふるさと融資関連：ふるさと融資データ集（PDF版を
ホームページに掲載）
・その他：各種事業報告書

刊行物等

財団で業務に従事しつつ、地域産業への支援や地域再生、
公民連携等に関するノウハウを身につけ、人的ネットワー
クを広げていただくために地方公共団体や民間事業者か
ら職員を受け入れています。

（令和４年度市町村からの受入れ）
岩手県紫波町、宮城県塩竈市、福島県古殿町、愛知県岡
崎市、奈良県葛城市、香川県三豊市、鹿児島県南大隅町

市町村からの職員の受入れ（総務課）

令和４年度版令和４年度版

ふるさと財団ふるさと財団

地域総合整備財団〈ふるさと財団〉
Japan Foundation For Regional Vitalization

一般財団法人

Japan Foundation For Regional Vitalization


